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Ⅰ．はじめに
　産褥期は，特有の精神障害が非妊娠時に比べて多
発し（日本産婦人科学会，2014），その一つである
産後うつ病は，周産期における精神疾患で最も頻
度が高い（倉知他，2006）。わが国では，産後3ヵ
月以内に10～ 15％の女性が罹患している（倉知
他，2006）。原因として，生物学的要因では妊娠や
出産による内分泌変化，心理社会的要因では不安や
ストレスなどさまざまな因子が関与している（久米
他，2012）。症状は，抑うつ気分，意欲低下，罪悪
感など2週間以上持続する（大平他，2012）が，異
常として認識されず，診断が遅れ重症化することが
問題とされている（牧野田他，2002）。産後うつ病
は母親の疾患に留まらず，配偶者のうつ病や母子関
係障害，乳幼児の精神発達障害との関連が知られて
おり，予防と早期発見・治療が重要である（倉知他，
2006）。　
　平成12年に母子保健の国民運動計画である「健
やか親子21」が策定され，その目標に「産後うつ
病の発生率を減少傾向へ」が掲げられた。それに伴
い，産後うつ病の関連因子の検討や産後のメンタ
ルヘルスケアに関する研究が増加してきたととも

に，産後うつ病の予防に関する取り組みが行われ
てきた。その結果，エジンバラ産後うつ病自己質
問票（Edinburgh Postnatal Depression Scale：以下
EPDS）9点以上の者は，平成13年度では13.4%で
あったが，平成25年度には9.0%に改善された。今
後の課題として，妊婦が産後うつ病の知識を持ち対
処行動がとれるよう，妊娠中から妊婦と家族に情
報提供する場が増えることが望まれ（厚生労働省，
2013），平成27年からの10年計画である「健やか
親子21（第2次）」でも継続課題となっている（厚生
労働省，2015）。
　このような状況から，産後うつ病の予防に関する
重要性は増しており，産後のみならず妊娠期からの
予防的介入が注目されているが，具体的な方法論は
確立されていない。そこで，本研究では産後うつ病
の妊娠期からの予防的介入に関する文献検討を行い，
産後うつ病の妊娠期からの予防的介入における研究
動向と今後の課題を明らかにすることを目的とした。

Ⅱ．研究方法
１．文献検索の方法

１）『医学中央雑誌』Web版を用い，「産後うつ病」「妊
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娠期」をキーワードとし，2004年から2015年に出
版された看護文献（抄録あり，会議録除く）を検索
した（2015年9月28日検索）。その結果，36件が
該当し，比較試験を行った3件を抽出した。さらに，
ハンドサーチで1件追加した。
２）CINAHL, PubMed を用い，「postpartum」「de-
pression」「prevention」「pregnancy」「Randomized 
Controlled Trial（以下RCT）」をキーワードとし，
2015年までに出版された文献を検索した（2015年
9月28日検索）。その結果，CINAHL 2件，PubMed 
8件が該当し，RCTを行った1件を抽出した。さら
に，ハンドサーチで，引用文献より6件追加した。
　以上の手順により，国外7件，国内4件の計11文
献を分析対象とした。
２．用語の定義

　産後うつ病の妊娠期からの予防的介入：看護職や
心理士，医師などが，産後うつ病を予防するために，
妊娠期から妊婦やその家族に対して行う意図的な働
きかけと定義した。
３．分析方法

　産後うつ病の妊娠期からの予防的介入に関する研
究において，産後うつ病の予防的介入の効果を介入
手法の観点から分析した。予防的介入の効果は，評
価指標による両群間の有意差や，産後うつ病疑いの
者の割合に有意差が認められた研究結果を効果あ
り，評価方法により一部有意差が認められたものを
一部効果あり，有意差が認められなかったものを効
果なしとした。また，11文献の予防的介入手法を，
「情報提供」，「心理的支援」，「情報提供と心理的支
援」，「対象者のアセスメントと情報提供と心理的支
援」の4つに分類した。「情報提供」は，専門職か
ら対象者に情報が提供されること，「心理的支援」は，
対人関係療法やリラクゼーションなど心理的な技法
を用いた介入とした。また，グループセッションや
グループディスカッションは，集団的な関わりの中
での相互作用が心理的に影響すると考えられること
や，個別面接は，対象の感情表出を促し，専門家が
それに対応することで心理的な影響を及ぼすと考え，
心理的支援に含めた。「対象者のアセスメントと情
報提供と心理的支援」は，対象者の背景をアセスメ

ントした後に，情報提供と心理的支援を行うことと
した。
　次に，産後うつ病の予防効果に相違のあった介入
手法においては，予防的介入の効果を調査対象者・
評価時期の観点から分析した。

Ⅲ．結果
　妊娠期からの予防的介入に関する研究は，国外で
も数少なく，国内では2010年以降に4件のみであっ
た。国内では，近年になって産後うつ病の妊娠期か
らの予防的介入に関する研究が行われ始めたことが
わかった。
　分析した11文献（国外7件，国内4件）の調査対
象者，介入手法，介入時期，介入者，介入内容，評
価方法，結果，研究の限界を抽出し，表1，2に示した。
１．産後うつ病の予防的介入手法と予防効果

　産後うつ病の予防的介入手法は，産後うつ病の知
識や産後の役割変化とその対応などに関する情報提
供を行ったものが1件（No.1），感情表出やリラク
ゼーションを行ったものが1件（No.2），支持的面
接とグループディスカッションを行ったものが1件
（No.9），情報提供とグループディスカッションを
行ったものが4件（No.3，6，7，10），産後うつ病
に関する情報提供と対人関係療法に基づいたグルー
プセッションを行ったものが2件（No.4，5），情
報提供と個別指導を行ったものが1件（No.11），対
象者の家族機能の査定後に情報提供と心理的支援を
行ったものが1件（No.8）あった。
　以上の分類より，産後うつ病の予防的介入手法は，
情報提供が1件（No.1），心理的支援が2件（No.2，
9），情報提供と心理的支援を組み合わせたものが7
件（No.3，4，5，6，7，10，11），対象者のアセス
メントと情報提供と心理的支援を組み合わせたもの
が1件（No.8）あった。そこで，それぞれの介入手
法と産後うつ病の予防効果を検討した。
１）情報提供
　産後うつ病に関する情報提供を行ったNo.1では，
産後2ヵ月，6ヵ月で抑うつ症状を示した褥婦の割
合が有意に低く，産後うつ病の予防効果を示した（産
後2ヵ月：介入群15％，対照群37％，p<.01，産後6ヵ
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表1　国外における産後うつ病の妊娠期予防的介入に関する研究内容　〈No.1-4は（新井，2006）を参考〉

No ①著者（年）
②調査場所

①対象者数                                   
（介入群／対照群）
②対象者
③ハイリスク妊婦
の選定方法

①介入手法
②介入時期
③介入者

介入内容 ①評価時期
②評価方法

結果
（介入群vs対照群）

研究の限界

1 ①Gordon, 
et al.
（1960）
②イーグル
ウッド
（アメリカ）

①161名（85/76）
②公立病院の出
産前教室に参加
した妊婦とパート
ナー

①情報提供
②妊娠期：
2回（40分 /回）
③不明

（1）－（12）について講義を行った
（1）学び，助けられ，母になること（2）幼い子
どものいる夫婦と友達になる（3）無理しない（4）
産後すぐ動かない（5）他に重要なことがあって
も気にしすぎない（6）十分な休息と睡眠をとる（7）
年配の看護者と仲良くしない（8）夫や家族，友
人に相談する（9）負担の軽減や予定の再調整
をし，やりたいことを諦めない（10）ベビーシッター
を活用する（11）車の運転をする（12）ファミリー
ドクターを作る

①産後2ヵ
月，6ヵ月
②
Emotional 
Upset

産後2ヵ月，6ヵ月で効
果あり
Emotional Upset:
産後2ヵ月：
15% vs 37% （p<.01）
産後6ヵ月：
2% vs 28% （p<.05）

評価尺度が，
産後うつ病の
尺度でない，
介入群54名，
対照群38名が
パートナーと参
加した

2 ①
Halonen,
et al.
（1985）
②ウィスコ
ンシン州
（アメリカ）

①48名（12名×4
グループ）
②出産前教育を受
けた初産婦
（帝王切開，自宅
分娩，多胎，先天
異常，出産予定日
より3週間以上差
のあった分娩は除
外）

①心理的支援
②妊娠期：
2回，
産後：2回
③女性の研究
者

4つのグループに分け，自宅訪問し実施した
（1）ディスカッショングループ：産後のストレスに
ついて話し合った

（2）感情表出グループ：治療の目的を聞き，10
個の産後ストレスについて思ったことを話した

（3）リラクゼーショングループ：15分×5回のリラ
クゼーションを行った

（4）リラクゼーション＋感情表出グループ：（3）+
リラクゼーション前に10個の産後のストレスに
ついて話し合った

①産後1～
11日，産後
1ヵ月
②BDI

効果あり
リラクゼーションを行っ
た2つのグループは，
産後7～ 9日のBDIが
低かった

対象者の社会
経済的な背景
を統制するた
めに，保険が
使われた分娩
に限定した

3 ①Elliott,
et al.
（2000）
②ロンドン
（イギリス）

①207名（99/108）
②妊娠18週以降
で初産と1経産の
妊婦
③ the Leverton 
Questionnaire， 
Crown-Crisp 
Experiential 
Index

①情報提供と
心理的支援
②妊娠 24週頃
～産後6ヵ月
③心理士・保
健師

11回のグループミーティング（妊娠期5回，産後
6回）を行った
妊娠期は，ある女性の産後の経験や兄弟間の
競争，産後うつ病，新生児の能力，泣きについ
て，オーディオテープやビデオなどを用いた教育
を行った
産後は，お互いを勇気づける目的でグループディ
スカッションを行った

①産後3ヵ
月，12ヵ月
②EPDS

産後3ヵ月，初産婦で
効果あり
産後3ヵ月の
EPDS：3.0±4.48 vs 8.0
±4.53（p=.005）
1経産婦，産後12ヵ月
で効果なし

シングル，18歳
未満，40歳以
上，2経産以上
の妊婦を除外
した

4 ①
Zlotnick, 
et al.
（2001）
②ノース
イースト
（イギリス）

①35名（17/18）
②妊婦健診に来
院した公共扶助を
受ける妊婦
③ D i a g n o s t i c 
a nd St a t is t ica l 
Manual of Mental 
Disorders-Ⅳ

①情報提供と
心理的支援
②妊娠期
③心理士

対人関係療法に基づき，グループセッション（60
分 /回×4）を行った
（1）プログラムの根拠とベビーブルーズと産後う
つ病に関する心理的教育

（2）役割変化や母親役割，役割変化に対応す
る方法

（3）サポートを得ること，産後の葛藤について
（4）グループで産後の葛藤に対する解決方法を
考え，今までの復習をした

①産後3ヵ
月
②BDI， 
SCID

産後3ヵ月で効果あり
産後うつ病疑いの者の
割合：
0% vs 33% （p=.02）

シングルの割
合が77%で
あった

5 ①
Zlotnick,
et al.
（2006）
②プロビデ
ンス
（アメリカ）

①86名 （46/40）
②周産期クリニッ
クに来院した妊娠
23～ 32週の公的
扶助を受ける妊婦
③クーパーの産後
うつ病の予測指標

①情報提供と
心理的支援
②妊娠期，産
後
③トレーニング
を受けた2人
の看護師

2001年時の研究と同様，妊娠中にグループセッ
ション（60分×4回）を行った
産後に，グループセッションでの学習内容の強
化，育児中の気分の変化を知る目的で，個別面
接（50分／回）を行った

①産後3ヵ
月
②BDI，
The 
Range of 
Impaired 
Functioning 
Tool score

産後3ヵ月で効果あり
産後うつ病疑いの者の
割合：
2名（4%）vs 8名（20%）
（p=.04）

脱落者を含んだ
対象者96名中，
66名がシングル
であった

6 ①Lara,
et al.
（2010）
②メキシコ

①136名 （68/68）
②メキシコ市の3
施設（病院，クリ
ニック，地域医療
センター）を来院
した妊娠 26週ま
での妊婦
③CES-D

①情報提供と
心理的支援
②妊娠期
③5～ 25年
の臨床経験が
ある者

妊娠中に8回（2時間 /回）のグループセッション
を行った，1グループ15名未満で構成した
介入プログラム：
（1）正常な周産期と産後うつ病のリスク因子に
関する情報提供とディスカッション

（2）うつ傾向を減少させるための方法の情報提
供

（3）よい雰囲気で，ファシリテーターによるサポー
トができるグループ作り

①妊娠期，
産後6週間，
産後4～6ヵ
月
②SCID，
BDI-Ⅱ

一部効果あり
SCIDでは，産後4～
6ヵ月までの新たな産
後うつ病疑いの者の割
合：
6/56名（10.7%）vs
15/60名（25%）
（p<.05）
BDI-Ⅱでは両群間で有
意差なし

介入群の対象者
14 4名（57.6%）
が脱落した
評価の完了者は，
介入群27.2%，
対照群53.5%
であった
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7 ①
Maimburg,
et al.
（2015）
②デンマー
ク

①1069名
（543／526）
②助産クリニック
で妊婦健診を受
ける初産婦とその
パートナー

①情報提供と
心理的支援
②妊娠30週
～ 35週
③4人の助産
師

出産前教育（3時間×3回）を妊婦，パートナー
に実施した
（1）分娩経過，分娩時の父親の役割に関する
講義とディスカッション，分娩時の動画鑑賞

（2）授乳，新生児ケア，小児疾病と予防接種に
関する講義とディスカッション

（3）親役割，産後うつ病（発症率，予防，症状，
ケア）に関する講義とディスカッション

①妊娠 24
週，産後6
週
②EPDS

効果なし
産後6週の産後うつ病
疑い
39名（7%）vs
42名（8%）
（オッズ比0.89）

介入群の72%
が全介入を受
けた
パートナー参
加率は，1回目
66%，2回目
67%，3回目
72%であった

表2　国内における産後うつ病の妊娠期予防的介入に関する研究内容

No 著者（年） ①対象者数                                   
（介入群／対照群）
②対象者

①介入手法
②介入時期
③介入者

介入内容 ①評価時期
②評価方法

結果
（介入群vs対照群）

研究の限界

8 新井，他
（2010）

①42名（19/23）
②A病院の妊婦
健診に来院した初
産婦
（経過異常，精神
疾患既往のない
者）

①対象者のア
セスメントと情
報提供と心理
的支援
②妊娠末期，
産後3～ 4日
目
③研究者

30～ 60分 /回の個別面接を行った
妊娠や育児，夫婦関係について会話を通じて情
報を得て，現在の夫婦の家族機能を査定した
育児や産後うつ病の情報提供と産後の役割，育
児不安などの問題を夫婦でどのように解決する
かについて提案した
意思疎通に問題があるときは，研究者と対象者
でロールプレイを行い，夫にどのように働きかけ
るかを検討した

①妊娠末
期，
産後1ヵ月
②EPDS，
Family 
Assessment 
Device， 
Hospital 
Anxiety 
and 
Depression 
Scale

産後1ヵ月で効果あり
産後1ヵ月の
EPDS：5.26 vs 8.57
（p<.05），
家族機能が良好に変化
した：
役割（p<.05），
情緒的関与（p<.05）

長期的経過を
みる必要があ
る

9 佐藤
（2010）

①58名（30/28）
②S病院の継続し
た妊婦健診を受け，
同病院で出産予定
の妊婦
（重症や急性期の
合併疾患は除外）

①心理的支援
② 妊 娠13週
以降～産後
3ヵ月
③心理的支援
の研修を受け
た助産師

妊娠期に最低8回の支持的面接（約60分）を
実施し，産後3ヵ月まで継続した
グループセッション（妊娠期：4回，産後1ヵ月半：
1回）を行い，参加者の情報交換，役割変化，
対人関係方法とアサーティブネスについて話し
合った

①産後5日目，
1ヵ月，3ヵ月
②EPDS，
マタニティブ
ルーズ・スコア，
Bonding 
Questionnaire

産後3ヵ月で効果あり
産後3ヵ月のEPDS:
1.80±2.17vs3.03±2.45 
（p<.05）

今後の課題は
対象数を増や
すことである

10 上別府，他
（2014）

①52名（23/29）
②都内の総合周
産期母子医療セン
ターを有するA病
院の母親学級に
参加した初産婦

①情報提供と
心理的支援
②妊娠中期以
降：2回，
産後4日目
③研究者，助
産師

母親学級で，15分×2回，作成したDVDを用
いた産後うつ病の啓発，情報提供と，妊娠や
子どもに対する気持ちの振り返り，パートナーと
のコミュニケーション促進を目的としたグループ
ワークを行った
産後には，数分間の個別面接を行った

①妊娠期
（中期以降），
産後1ヵ月
②EPDS

EPDSは両群間で有意
差なし
産後1ヵ月のパートナー
とのコミュニケーション
頻度を促進した

より長期のフォ
ローアップが
必要である

11 寺坂，他
（2015）

①80名（38/42）
②滋賀県下3ヵ所
の産科施設で出産
予定の28週以降
の初産婦
（精神疾患既往の
ある者は除外）

①情報提供と
心理的支援
②妊娠 28～
40週，産後2
～ 5日目
③研究者

個別指導（30分 /回）を実施した
妊娠末期：
（1）自己のストレスに対する対処方法を認識させ
る介入
（2）リーフレットを用いた産後うつ予防の情報提供
産褥2～ 5日目：
（1）を中心に行った

①妊娠末期，
産褥早期，
産後1ヵ月
②EPDS，
State-Trait 
Anxiety 
Inventory 
From-Yの
状態不安，
認知的評
価測定尺
度の影響
性の評価

一部効果あり
EPDSは両群間で有意
差なし
介入群の産褥早期か
ら産後1ヵ月における
EPDS高得点者割合が
減少した：産褥早期10
名（26.3%）/産後1ヵ
月3名（7.9%） （p<.05）
産後1ヵ月の影響性の
評価：
5.7 vs 5.0（p<.01）

サンプル数を
増やして評価
する必要があ
る
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月：介入群2％，対照群28％，p<.05）。
２）心理的支援
　自宅訪問時に4つのグループ別に，ディスカッ
ション，感情表出，リラクゼーション，リラクゼー
ションと感情表出を行ったNo.2では，リラクゼー
ションを行った2つのグループの産後7～ 9日の
Beck Depression Inventory（以下BDI）得点が有
意に低かった。また，支持的面接とグループセッショ
ンを行ったNo.9では，産後3ヵ月のEPDS平均点
が有意に低く，産後うつ病の予防効果を示した（介
入群1.80±2.17，対照群3.03±2.45，p<.01）。
３）情報提供と心理的支援
　産後うつ病に関する情報提供とグループディス
カッションによる心理的支援を行ったNo.3，4にお
いて，No.3では，産後3ヵ月時，初産婦において
EPDS平均点が有意に低く（介入群3.0±4.48，対照
群8.0±4.53，p=.005），No.4では，産後3ヵ月時点
の産後うつ病疑いの褥婦の割合が有意に少なく，産
後うつ病の予防効果を示した（介入群0%，対照
群33%，p=.02）。一方，No.6では，BDI-Ⅱで両
群間に有意差を認めなかったが，The Structured 
Clinical Interview for DSM-IV（以下SCID）では，
産後4～ 6ヵ月までの新たな産後うつ病疑いの者の
割合が有意に少なく，一部予防効果を示した（介入
群6名：10.7%，対照群15名：25%，p<.05）（No.6）。
しかし，No.7では，産後6週で両群間に有意差を
認めず（産後うつ病疑いの褥婦：介入群39名（7%），
対象群42名（8%），オッズ比0.89），No.10でも，
産後1ヵ月時で両群間に有意差を認めず，産後うつ
病の予防効果を示さなかった。　
　産後うつ病に関する情報提供とグループディス
カッションおよび個別面接による心理的支援を
行ったNo.5では，産後3ヵ月時の産後うつ病疑い
の褥婦の割合が有意に少なく，産後うつ病の予防
効果を示した（介入群2名：4%，対照群8名：20%，
p=.04）。一方，産後うつ病に関する情報提供と個
別指導による心理的支援を行ったNo.11では，産
後1ヵ月時において，両群間に有意差を認めなかっ
たが，介入群の産褥早期から産後1ヵ月における
EPDS高得点者割合が有意に減少し，一部効果を示

した（産褥早期10名：26.3%，産後1ヵ月3名：7.9%，
p<.05）。
４）対象者のアセスメントと情報提供と心理的支援
　対象者の夫婦の家族機能をアセスメントした後
に情報提供と心理的支援を行ったNo.8では，産後
1ヵ月時のEPDS平均点が有意に低く，産後うつ
病の予防効果を示した（介入群5.26，対照群8.57，
p<.05）。
２．情報提供と心理的支援における調査対象者と予

防効果

　情報提供と心理的支援を組み合わせた介入手法を
用いた研究7件（No.3，4，5，6，7，10，11）の
調査対象者は，ハイリスク選定のない初産婦3件
（No.7，10，11），産後うつ病のリスクが高い妊婦3
件（No.4，5，6），産後うつ病のリスクが高い初産
婦1件（No.3）であった。
　調査対象者と産後うつ病の予防効果は，産後うつ
病のリスクが高い初産婦に対する介入で効果あり
1件（No.3），産後うつ病のリスクが高い妊婦に対
する介入で効果あり2件（No.4，5）・一部効果あり
1件（No.6），ハイリスク選定のない初産婦に対す
る介入で一部効果あり1件（No.11）・効果なし1件
（No.10）であった。
３．情報提供と心理的支援における評価時期と予防

効果

　情報提供と心理的支援を組み合わせた介入手法を
用いた研究7件（No.3，4，5，6，7，10，11）の
評価時期と産後うつ病の予防効果は，産後1ヵ月で
一部効果あり1件（No.11）・効果なし1件（No.10），
産後6週で効果なし1件（No.7），産後3ヵ月で効
果あり3件（No.3，4，5），産後4～ 6ヵ月で一部
効果あり1件（No.6）であった。

Ⅳ．考察
１．介入手法による産後うつ病の予防効果の検討

１）情報提供
　情報提供では，効果が認められたものは1件
（No.1）であった。効果が認められたNo.1では，妊
婦とパートナーへの，役割変化とその対応に関する
情報提供により産後うつ病予防効果を示したが，対
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象を妊婦だけでなく，パートナーにも拡大している
ことで，パートナーによる家事や育児の協力を促進
した可能性がある。先行研究（佐藤，2009）において，
夫の協力は家族構成に関係なく，EPDSスコアの低
下と関係したことが報告されている。しかし，出産
前クラスのパートナー参加率は，6割程度（介入群
の54／ 85名，対照群の38／ 76名）であり，パー
トナーの参加による影響であったとは断定しがたい。
また，産後うつ病の評価指標がうつ病のスクリーニ
ング尺度とはいえず，効果の評価に疑問が残るとい
う指摘がされていた（新井他，2006）。
２）心理的支援
　心理的支援では，効果が認められたものは2件
（No.2，9）であった。効果が認められたNo.2では，
リラクゼーションの実施により産後うつ病の予防効
果を示したが，妊娠期に習得したリラクゼーション
を産後に実施することにより，心身の緊張を緩和し
リラックス効果を高め，抑うつに対する予防効果
を示したと考えられる。また，No.9は，妊娠期か
ら産後3ヵ月までの心理的支援の研修を受けた助産
師による8回以上の個別面接とグループディスカッ
ションにより，産後うつ病の予防効果を示した。継
続した心理的支援により，対象の感情表出ができ，
専門家の助言や提案により安心感や信頼感が得られ
た可能性が高く，産後うつ病の予防効果が示された
と考えられる。
３） 情報提供と心理的支援
　情報提供と心理的支援では，効果が認められたも
のは3件（No.3，4，5），一部効果が認められたも
のは2件（No.6，11），効果が認められなかったも
のは2件（No.7，10）であった。
　効果が認められたNo.3，4，5では，産後うつ病
の知識や産後の葛藤と対応についての情報提供とグ
ループディスカッションにより産後うつ病の予防効
果を示したが，グループディスカッションは，他者
の意見や考えを取り入れながら，対象自身が実践し
やすい解決方法を考えることや気持ちの共有につな
がり，産後うつ病の予防効果を示したと考えられ
る。一方，No.3では，初産婦にのみ介入効果を示し，
産後12ヵ月では効果を認めなかった。原田（2008）

は，初産婦は，育児上の不安や戸惑いが増大し，抑
うつ感情が高まりやすいと報告している。そのよう
な特徴を持つ初産婦が，ピアグループ内で育児不安・
産後の葛藤などの気持ちの共有ができ，褥婦同士の
エンパワーメントにつながった可能性が高い。ま
た，安藤他（2008）は，産後1年までの抑うつの推
移を調査し，抑うつを呈した24名のうち，抑うつ
開始時期が妊娠期の者は14名，産後5週は5名，産
後3ヵ月は2名，産後6ヵ月は3名であり，産後1
年で抑うつから回復した者は12名であったことを
報告している。産後12ヵ月で効果を認めなかった
のは，産後うつ病の発症リスク自体が，産後12ヵ
月では軽減し，発症者の約半数が回復することが影
響していると考えられる。No.4では，対象者のシ
ングルの割合が77%であったため，母親役割 ,役割
変化への対応方法，産後の葛藤に焦点をあてたプロ
グラムを取り入れたことにより，対象者のニーズに
一致したと考えられる。No.5では，情報提供とグ
ループディスカッションに加え，産後に学習の強化 ,
育児中の気分の変化を知る目的で個別面接を行った。
産後の個別面接の実施は，対象の不安や葛藤の軽減
が図れたこと，学習を実践するための意識づけがで
きたことにより，産後うつ病の予防効果を示したと
考えられる。
　一部効果が認められたNo.6，11では，No.6は，
産後うつ病の知識と予防方法に関する情報提供とグ
ループディスカッションにより，No.11は，個別指
導での産後うつ病予防の情報提供とストレス対処方
法を認識させる介入により，一部効果を示した。し
かし，No.6，11において，前述した介入効果が認
められた研究（No.3，4，5）と比べ，それぞれの
介入内容に明確な違いはなかった。
　効果が認められなかったNo.7，10では，No.7は，
産後うつ病の知識，産後うつ病の予防，産後の役割
変化と対応などについての情報提供とグループディ
スカッション，No.10では，産後うつ病の情報提供
と妊娠や子どもに対する気持ちの振り返り ,パート
ナーとのコミュニケーション促進を目指したグルー
プディスカッションを行ったが，産後うつ病の予防
効果を示さなかった。しかし，No.7，10において，
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前述した介入効果が認められた研究と比べ，それぞ
れの介入内容に明確な違いはなかった。
４）対象者のアセスメントと情報提供と心理的支援
　対象者のアセスメントと情報提供と心理的支援
では，効果が認められものは1件（No.8）であった。
効果が認められたNo.8では，個別面接で，対象者
の妊娠や育児・夫婦関係について情報収集し，夫婦
の家族機能をアセスメントした後に，産後うつ病に
関する情報提供と産後の役割・育児不安に対する夫
婦での解決方法の提案により，予防効果を示した。
この研究では，情報提供の前に，個別の夫婦の家族
機能に関する情報を得て，今ある問題や産後に予測
される問題に焦点をあてた夫婦での役割調整や解決
方法を提案することにより，対象者が実践しやすい
個別的な方法の提案ができたと考えられる。また，
夫婦の意思疎通の促進を支援することで，重要他者
である夫との家族関係を強化し，産後うつ病の予防
効果が示されたと考える。
　これらより，情報提供と心理的支援を組み合わせ
た介入手法を用いた研究において，効果が認められ
た研究，および一部効果が認められた，効果が認め
られなかった研究が混在した。しかし，効果が認め
られた研究と比べ，介入内容に明確な違いはなかっ
た。以上を踏まえ，次に情報提供と心理的支援を組
み合わせた介入手法を用いた研究の，調査対象者，
評価時期の観点から，産後うつ病の予防効果につい
て考察する。
２．情報提供と心理的支援を組み合わせた介入手法

を用いた研究における調査対象者の検討

　情報提供と心理的支援を組み合わせた介入手法を
用いた研究7件の調査対象者を，産後うつ病のハイ
リスク選定の有無でみると，産後うつ病のハイリス
ク選定を行った妊婦で効果あり3件（No.3，4，5）・
一部効果あり1件（No.6），ハイリスク選定を行わ
ない妊婦に対する介入で一部効果あり1件（No.11）・
効果なし1件（No.10）であった。これより，調査
対象者において，産後うつ病の発症リスクの高い妊
婦を選定した方が，産後うつ病の予防効果が示さ
れやすいと考える。先行研究（新井他，2006）で，
対象を産後うつ病の危険因子をもつ者に限定するこ

とで介入効果が上がると示唆されていたが，今回の
結果も同様であった。
　以上より，情報提供と心理的支援を組み合わせた
介入手法を用いた産後うつ病の妊娠期からの予防的
介入は，調査対象者を産後うつ病の発症リスクの高
い妊婦に限定することで，産後うつ病の予防効果が
示される可能性があると示唆された。
３．情報提供と心理的支援を組み合わせた介入手法

を用いた研究における評価時期の検討

　情報提供と心理的支援を組み合わせた介入手法を
用いた研究7件の評価時期を，産後3ヵ月未満と産
後3ヵ月以降でみてみると，産後3ヵ月未満で一部
効果あり1件（No.11）・効果なし2件（No.7，10），
産後3ヵ月以降で効果あり3件（No.3，4，5），一
部効果あり1件（No.6）であった。三品他（2012）
は，4ヵ月乳児健診受診まで家庭訪問を行い，訪
問時期の違いによって母親の産後うつ傾向の検出
割合がどのように異なるのかを評価した結果，対
象905人におけるうつ傾向の検出割合は，産後0～
28日では16.2%，29～ 56日は12.8%，57～ 84日
は13.1%，85日以降は12.6%であったことを報告
している。産後85日が経過しても約13%の検出割
合が持続したことから，母親のうつ傾向は産褥早期
だけでなくより長期の縦断的評価が必要であると示
唆している。また，堀他（2006）は，生後1～ 2ヵ
月児の母親108名，生後4～ 5ヵ月児の母親89名
を対象に調査した結果，EPDS 9点以上であった者
は，産後1～ 2ヵ月で14.8%，4～ 5ヵ月で16.9%
であり，産後1～ 2ヵ月と産後4～ 5ヵ月の両方の
調査に協力が得られた43名では，その6割が産後1
～ 2ヵ月より4～ 5ヵ月の方がEPDS得点が高かっ
たと報告している。したがって，産後うつ病の予防
効果を評価するためには，より長期的な評価時期を
設定する必要があると考えられた。　
　以上より，情報提供と心理的支援を組み合わせた
介入手法による産後うつ病の妊娠期からの予防的介
入は，産後3ヵ月以降の長期的な評価を行うことで，
産後うつ病の予防効果が示される可能性があると示
唆された。
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Ⅴ．まとめ
　今回，産後うつ病の妊娠期からの予防的介入にお
ける研究動向と今後の課題を明らかにする目的で文
献検討を行った。国外7件，国内4件の計11文献を
分析した結果，産後うつ病の妊娠期からの予防的介
入において，以下のことが示唆された。
１．産後うつ病の妊娠期からの予防的介入において，
情報提供と心理的支援を組み合わせた介入手法
を用いた研究の予防効果に相違があったが，そ
れぞれの介入内容に明確な違いはなかった。

２．情報提供と心理的支援を組み合わせた介入手法
を用いた予防的介入は，調査対象者を産後う
つ病の発症リスクの高い妊婦に限定すること
や，産後3ヵ月以降の長期的な評価を行うこと
で，産後うつ病の予防効果が示される可能性が
ある。

　本研究における利益相反は存在しない。
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